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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
少なくとも１箇所に振動源を有し、複数の第１の弾性体を介して筐体に移動可能に取り付
けられる振動体と、この振動体に第２の弾性体を介して取り付けられるとともに前記振動
体の振動を抑制する動吸振器を備えた振動抑制装置であって、
　前記複数の第１の弾性体は、第１の硬度を有する弾性体と、前記第１の硬度に対して相
対的に小さな硬度を有する弾性体との２種類で構成され、
　前記複数の第１の弾性体のうち、前記硬度が最も高い第１の弾性体は、前記振動体の振
動源の近傍に配設された
　ことを特徴とした振動抑制装置。
【請求項４】
請求項１に記載の振動抑制装置であって、
　前記硬度の相違は、前記筐体と当接する前記第１の弾性体の当接面積の相違により決定
されてなる
　ことを特徴とした振動抑制装置。
【請求項５】
請求項１に記載の振動抑制装置であって、
　前記硬度の相違は、前記筐体と前記振動体との間に挟まれる前記第１の弾性体の厚み寸
法の相違により決定する
　ことを特徴とした振動抑制装置。
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【請求項６】
請求項１に記載の振動抑制装置であって、
　前記第１の弾性体は、複数の材料を配合することで構成され、
　前記硬度の相違は、前記第１の弾性体の材料の配合の相違により決定する
　ことを特徴とした振動抑制装置。
【請求項７】
請求項１、または請求項４ないし請求項６のいずれかに記載の振動抑制装置であって、
　前記複数の第１の弾性体のフォーカス方向の共振周波数は、前記複数の第１の弾性体間
で揃っている
　ことを特徴とした振動抑制装置。
【請求項８】
少なくとも１箇所に振動源を有し、複数の第１の弾性体を介して筐体に移動可能に取り付
けられる振動体と、この振動体に第２の弾性体を介して取り付けられるとともに前記振動
体の振動を抑制する動吸振器を備えた振動抑制装置であって、
　前記複数の第１の弾性体のうち、少なくとも２つの第１の弾性体は、損失係数が互いに
異なる素材にて形成され、
　前記損失係数が最も大きい第１の弾性体は、前記振動源の近傍に配設された
　ことを特徴とした振動抑制装置。
【請求項１４】
請求項８に記載の振動抑制装置であって、
　前記複数の第１の弾性体のフォーカス方向の共振周波数は、前記複数の第１の弾性体間
で揃っている
　ことを特徴とした振動抑制装置。
【請求項１５】
請求項１、または請求項４ないし請求項８のいずれか、または請求項１４に記載の振動抑
制装置と、
　前記筐体の正面に形成され、ディスク状の記録媒体を出し入れ可能な記録媒体挿入口と
、
　ディスク状の記録媒体に記録された情報を少なくとも再生あるいは記録する記録再生処
理部と、
　を備えたディスク装置であって、
　前記振動源は、前記記録媒体を回転させる回転駆動部、および前記ディスク状の記録媒
体を係合する係合部を備え、
　前記振動体は、前記回転駆動部をディスク状の記録媒体のディスク面に対して進退させ
る
　ことを特徴としたディスク装置。
【請求項１６】
少なくとも１箇所に振動源を有し、複数の第１の弾性体を介して筐体に取り付けられる振
動体と、この振動体に第２の弾性体を介して取り付けられ、前記振動体の振動を抑制する
動吸振体と、を備えた振動抑制装置であって、
　前記複数の第１の弾性体は、損失係数が相対的に大きい素材と、損失係数が相対的に小
さい素材との２種類で構成され、
　前記複数の第１の弾性体のうち、損失係数が最も大きい第１の弾性体は、前記振動体の
前記振動源の近傍に配置された
　ことを特徴とした振動抑制装置。
【請求項１９】
請求項１６に記載の振動抑制装置であって、
　前記複数の第１の弾性体のフォーカス方向の共振周波数は、前記複数の第１の弾性体間
で揃っている
　ことを特徴とした振動抑制装置。
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【請求項２０】
請求項１６または請求項１９に記載の振動抑制装置と、
　前記筐体に形成され、ディスク状の記録媒体を出し入れ可能な記録媒体挿入口と、
　ディスク状の記録媒体に記録された情報を少なくとも再生あるいは記録する記録再生処
理部と、
　を備えたディスク装置であって、
　前記振動源は、前記記録媒体を回転する回転駆動部を備え、
　前記振動体は、前記回転駆動部をディスク面に対して進退させる
　ことを特徴とした振動抑制装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、振動を吸収して抑制する振動抑制装置、および振動抑制装置を備えたディス
ク装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、例えばＣＤ（Compact Disc）やＤＶＤ（Digital Versatile Disc）、ＨＤ（Hard
 Disk）などのディスク状記録媒体を回転駆動し、情報を適宜読み出しあるいは記録する
ディスク装置が広く利用されている。このディスク状記録媒体の回転の際、回転振動のた
めにディスク状記録媒体が振動し、情報の読み出しあるいは記録に支障をきたす場合があ
る。そこで、ディスク状記録媒体の回転振動を低減する構成が知られている（例えば、特
許文献１参照）。
【０００３】
　特許文献１に記載のディスク装置は、回転振動するスピンドルが設けられたベースシャ
シをゴム製の第１のダンパを介して、マウントねじによりメインシャシに取り付け、また
、ベースシャシに第２のダンパおよび第２のダンパを圧縮または弛緩する圧電アクチュエ
ータを介して動吸振子を取り付けている。このような装置では、圧電アクチュエータによ
り第２のダンパを圧縮または弛緩することで第２のダンパを変形させ、スピンドルの回転
振動に対する第１次共振周波数を変化させる。これにより、ベースシャシと動吸振器との
振動を逆位相にしてベースシャシの振動を低減している。
【０００４】
【特許文献１】
特開２００１－２５６７６２号公報（第３頁右欄－第４右欄）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　ところで、特許文献１に記載のようなディスク装置では、第１のダンパの弾力性を確保
するために剛性を小さくする、すなわち柔らかくすると、ディスク装置のトレイに載置さ
れるディスク状記録媒体とトレイの壁との相対位置にばらつきが生じるという問題が起こ
りうる。また、ディスク状記録媒体の載置面を水平面に対して略垂直に立てる、いわゆる
縦置き時には、ディスク状記録媒体とトレイ壁とが干渉してしまうおそれもある。
［０００６］
　このような問題に対して、第１のダンパの剛性を強くする、すなわち硬くしたり、第１
のダンパに損失係数の大きい素材、すなわち振動の吸収率が大きい素材を適用したりする
構成が考えられる。第１のダンパを硬くする構成では、ダンパを硬くすればするほど、ス
ピンドルの回転振動により発生するベースシャシの振動の振幅が小さくなり、ディスク状
記録媒体とトレイ壁との相対位置のばらつきが小さくなる。しかしながら、ベースシャシ
の振動の量が多くなってしまうため、振動Ｇ値が大きくなる、すなわちベースシャシの振
動量が多くなるという問題が一例として挙げられる。
［０００７］
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　また、第１のダンパを損失係数の大きい素材を用いると、スピンドルを高回転させたと
きにベースシャシと動吸振器とが略同位相に振動してしまい、動吸振器の効果が薄れてし
まう。このため高回転時にベースシャシの振動Ｇ値が大きくなるという問題も一例として
挙げられる。
［０００８］
　本発明の目的は、このような実情に鑑みて、効果的に振動を抑制する振動抑制装置、お
よび振動抑制装置を備えたディスク装置を提供することである。
【課題を解決するための手段】
［０００９］
　本発明の振動抑制装置は、少なくとも１箇所に振動源を有し、複数の第１の弾性体を介
して筐体に移動可能に取り付けられる振動体と、この振動体に第２の弾性体を介して取り
付けられるとともに前記振動体の振動を抑制する動吸振器を備えた振動抑制装置であって
、前記複数の第１の弾性体は、第１の硬度を有する弾性体と、前記第１の硬度に対して相
対的に小さな硬度を有する弾性体との２種類で構成され、前記複数の第１の弾性体のうち
、前記硬度が最も高い第１の弾性体は、前記振動体の振動源の近傍に配設されたことを特
徴とする。
　本発明の振動抑制装置は、少なくとも１箇所に振動源を有し、複数の第１の弾性体を介
して筐体に移動可能に取り付けられる振動体と、この振動体に第２の弾性体を介して取り
付けられるとともに前記振動体の振動を抑制する動吸振器を備えた振動抑制装置であって
、前記複数の第１の弾性体のうち、少なくとも２つの第１の弾性体は、損失係数が互いに
異なる素材にて形成され、前記損失係数が最も大きい第１の弾性体は、前記振動源の近傍
に配設されたことを特徴としてもよい。
［００１０］
　本発明のディスク装置は、前述した本発明の振動抑制装置と、前記筐体の正面に形成さ
れ、ディスク状の記録媒体を出し入れ可能な記録媒体挿入口と、ディスク状の記録媒体に
記録された情報を少なくとも再生あるいは記録する記録再生処理部と、を備えたディスク
装置であって、前記振動源は、前記記録媒体を回転させる回転駆動部、および前記ディス
ク状の記録媒体を係合する係合部を備え、前記振動体は、前記回転駆動部をディスク状の
記録媒体のディスク面に対して進退させることを特徴とする。
［００１１］
　本発明の振動抑制装置は、少なくとも１箇所に振動源を有し、複数の第１の弾性体を介
して筐体に取り付けられる振動体と、この振動体に第２の弾性体を介して取り付けられ、
前記振動体の振動を抑制する動吸振体と、を備えた振動抑制装置であって、前記複数の第
１の弾性体は、損失係数が相対的に大きい素材と、損失係数が相対的に小さい素材との２
種類で構成され、前記複数の第１の弾性体のうち、損失係数が最も大きい第１の弾性体は
、前記振動体の前記振動源の近傍に配置されたことを特徴としてもよい。
［００１２］
　本発明のディスク装置は、前述した本発明の振動抑制装置と、前記筐体に形成され、デ
ィスク状の記録媒体を出し入れ可能な記録媒体挿入口と、ディスク状の記録媒体に記録さ
れた情報を少なくとも再生あるいは記録する記録再生処理部と、を備えたディスク装置で
あって、前記振動源は、前記記録媒体を回転する回転駆動部を備え、前記振動体は、前記
回転駆動部をディスク面に対して進退させることを特徴としてもよい。
【図面の簡単な説明】
［００１３］
［図１］本発明の第１実施形態におけるディスクドライブの分解斜視図である。
［図２］前記第１実施形態における、ディスクドライブの枠体に回路基板および下ケース
を取り付けた斜視図である。
［図３］前記第１実施形態における、台座部を構成するベース部および動吸振部の斜視図
である。
［図４］前記第１実施形態における、枠体とベース部との取り付け箇所を示す断面図であ
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る。
［図５］前記第１実施形態における、ベース部におけるフロートゴムの配置位置を模式的
に示した概念図である。
［図６］前記第１実施形態における、全てのフロートゴムの硬度を増大させた場合におけ
るベース部材の振動Ｇ値とターンテーブルの回転数との関係を示したグラフである。
［図７］前記第１実施形態における、ディスク回転駆動手段の近傍の１つのフロートゴム
の硬度を増大させた場合におけるベース部材の振動Ｇ値とターンテーブルの回転数との関
係を示したグラフである。
［図８］前記図７の状態において、動吸振部の振動抑制効果が加わった場合におけるベー
ス部材の振動Ｇ値とターンテーブルの回転数との関係を示したグラフである。
［図９］前記図８の状態において、ディスク回転駆動手段の近傍の１つのフロートゴムの
損失係数を増大させた場合におけるベース部材の振動Ｇ値とターンテーブルの回転数との
関係を示したグラフである。
【図１０】前記第１実施形態の変形例を示すフロートゴムの配置位置を模式的に示した概
念図である。
【図１１】本発明の第２実施形態における、ベース部におけるフロートゴムの配置位置を
模式的に示した概念図である。
【図１２】前記第２実施形態における、全てのフロートゴムの硬度を増大させた状態にお
けるベース部材の振動Ｇ値とターンテーブルの回転数との関係を示したグラフである。
【図１３】前記図１２の状態において、全てのフロートゴムの損失係数を増大させた場合
の振動Ｇ値とターンテーブルの回転数との関係を示したグラフである
【図１４】前記図１２の状態において硬度を増大させたうえで、１つのフロートゴムの損
失係数を増大させた場合の振動Ｇ値と回転数との関係を示すグラフである。
【符号の説明】
【００１４】
　　　１５……筐体としての枠体
　　　２１……振動抑制装置としての台座部
　　　２５……回転駆動部としてのディスク回転駆動部
　　　２８……ディスク状の記録媒体としての光ディスク
　　　４５……記録再生処理部としてのピックアップ
　　１００……ディスク装置としてのディスクドライブ
　　２００……振動体としてのベース部
　　２１０……動吸振体としての動吸振部
　　２１１，２１２，２１３，２１４…第１の弾性体としてのフロートゴム
　　２２１……第２の弾性体としての弾性支持部
【発明を実施するための最良の形態】
【００１５】
　〔第１実施形態〕
　以下、本発明の第１実施形態を図面に基づいて説明する。
　本実施形態では、ディスク状記録媒体として光ディスクに情報を記録および読み出すデ
ィスク装置としてのディスクドライブを例示して説明するが、例えば携帯型のディスク装
置やディスクドライブを備えた例えば映像データの録画などの記録や再生のための処理を
する再生装置、記録装置あるいはゲーム機など、光ディスクに限らず、磁気ディスク、光
磁気ディスクなどのいずれのディスク状記録媒体に各種情報を記録あるいは読み出すいず
れのディスク装置を対象とすることができる。また、ディスク状記録媒体の平面が略水平
方向に沿って装着される利用形態で説明するが、平面が略鉛直方向に沿って装着される利
用形態でも適用できる。
【００１６】
　　（ディスクドライブの構造）
　図１ないし図３において、１００はディスクドライブで、このディスクドライブは、金
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属製のケース体１０を有している。このケース体１０は、下面および前面が２面に亘って
開口する上ケース１１と、この上ケース１１の下面を閉塞する下ケース１２と、上ケース
１１の前面を閉塞する化粧板１３とを有している。
【００１７】
　そして、上ケース１１は、長方形平板状の天板部１１ａと、天板部１１ａの長手方向の
両側縁に略垂直で一連に折曲形成された側板部１１ｂと、天板部１１ａの長手方向の一端
縁に側板部１１ｂと同方向に略垂直で一連に折曲形成された図示しない端板部とにより、
下面および前面を開口して形成されている。この上ケース１１の側板部１１ｂの下端縁に
は、複数箇所、例えば２箇所内方に向けて折曲形成され図示しないねじ孔が穿設された取
付片部１１ｄが設けられている。
【００１８】
　また、下ケース１２は、上ケース１１の天板部１１ａと略同形状の長方形平板状に形成
されている。この下ケース１２には、天板部１１ａの取付片部１１ｄに対応して上方に向
けて膨出するように屈曲され、ねじ孔１２ａが穿設された取付ダボ１２ｂが設けられてい
る。
【００１９】
　さらに、化粧板１３は、例えばアクリロニトリル－ブタジエン－スチレン（ＡＢＳ；Ac
rylonitrile-Butadiene-Styrene）などの合成樹脂製の略板状に形成されている。この化
粧板１３には、一面に略垂直に突出され、先端部にそれぞれ上ケース１１の側板部１１ｂ
および下ケース１２に係脱可能に係合する図示しない係合爪部が突設されている。また、
化粧板１３には、長手方向となる左右方向に長手状の窓部１３ａが開口形成されている。
さらに、化粧板１３には、スイッチ操作部１３ｂと、動作確認窓１３ｃとが設けられてい
る。
【００２０】
　また、ケース体１０は、図２に示すような、剛性および絶縁性を有した例えばＡＢＳな
どの合成樹脂製の筐体としての枠体１５を備えている。この枠体１５は、上ケース１１、
下ケース１２および化粧板１３にて内部に区画される内部空間内に配設されている。そし
て、枠体１５は、上ケース１１の側板部１１ｂの内面に密着する側面部１５ａと、上ケー
ス１１の端板部の内面に密着する端面部１５ｂと、側面部１５ａおよび端面部１５ｂの内
面側に内方に向けて突出する支持リブ１５ｃと、側面部１５ａの端面部１５ｂと反対側の
端部に架橋するように設けられた開閉駆動配設部１５ｄとを有し、軸方向の両端面を開口
する略四角枠状に形成されている。また、枠体１５の側面部１５ａには、上ケース１１の
取付片部１１ｄおよび下ケース１２の取付ダボ１２ｂ間に挾持されてねじ止めされる取付
リブ部１５ｅが設けられている。
【００２１】
　また、この枠体１５には、本体部２０が配設されている。この本体部２０は、例えば金
属製の平板枠状に形成された振動抑制装置としての台座部２１を有している。この台座部
は、一縁が上下方向に回動可能に他縁が枠体１５の支持リブ１５ｃに取り付けられている
。この枠体１５と台座部２１との間には、台座部２１の一縁に沿って、回動案内部２２が
取り付けられている。この回動案内部２２は、台座部２１が一体的にねじにて取り付けら
れる台座部２１の一縁に沿って長手状の取付保持部２２ａと、この取付保持部２２ａの長
手方向の両端部に略垂直に一体的に突設され先端が枠体１５の側面部１５ａから突出する
支持リブ１５ｃに回動可能に軸支される一対の回動腕部２２ｂとを有している。そして、
台座部２１は、回動案内部２２により、回動が案内される。
【００２２】
　また、台座部２１は、図３に示すように、枠体１５の支持リブ１５ｃに取り付けられる
振動体としてのベース部２００と、ベース部２００に対向して配設される動吸振体として
の動吸振部２１０と、を備えている。
【００２３】
　ベース部２００は、略矩形平板枠状に形成され、図３に示すように、４隅に第１の弾性
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体としてのフロートゴム２１１，２１２，２１３，２１４が設けられている。このフロー
トゴム２１１，２１２，２１３，２１４は、所定の肉厚寸法を有する略円筒状に形成され
ていて中心軸に取付孔部２１５が形成されている。また、フロートゴム２１１，２１２，
２１３，２１４の両端面には、図４に示すように、円筒軸の径方向に対して所定の肉厚寸
法を有して突出する鍔部２１６が形成され、これらの一対の鍔部２１６でベース部２００
を上下方向から挟み込んでいる。さらに、鍔部２１６には、複数の当接突起部２１７が形
成されている。
【００２４】
　また、これらのフロートゴム２１１，２１２，２１３，２１４のうち、フロートゴム２
１１は、鍔部２１６に設けられる当接突起部２１７が、他のフロートゴム２１２，２１３
，２１４よりも多く形成されている。これにより、フロートゴム２１１は、硬度が他のフ
ロートゴム２１２，２１３，２１４より大きくなり、硬くなるように形成されている。
　なお、ここでは、フロートゴム２１１の鍔部２１６に形成される当接突起部２１７の数
量を多くすることで硬度を大きくしたが、これに限定されるものではない。フロートゴム
２１１の硬度を大きくするためにはフロートゴム２１１と枠体１５との接触面積を大きく
すればよく、例えば鍔部２１６に形成される当接突起部２１７の体積を大きくして枠体１
５との当接面を増大させる構成としてもよい。
　また、フロートゴム２１１の硬度を変更する構成としては、その他に鍔部２１６の厚み
寸法を変更してもよい。この場合、例えば鍔部２１６の厚み寸法を大きくすると、硬度が
減少し、鍔部２１６の厚み寸法を小さくすると硬度が増大する。さらには、フロートゴム
２１１を構成する材料を変更することで、硬度を変更してもよい。
【００２５】
　さらに、フロートゴム２１１は、他のフロートゴム２１２，２１３，２１４に比べて振
動に対する損失係数が大きい素材、すなわち振動を効率よく吸収する素材で形成されてい
ることが好ましい。損失係数の大きい素材としては、例えばスチレン系エラストマーなど
が挙げられる。また、これに対して、フロートゴム２１２，２１３，２１４は、損失係数
の小さい素材で形成されていることが好ましい。損失係数の小さい素材としては、例えば
シリコンゴムやブチルゴムなどが挙げられる。
【００２６】
　そして、これらのフロートゴム２１１，２１２，２１３，２１４は、枠体１５の端面部
１５ｂから突出する支持リブ１５ｃに設けられる支持ボス１５ｆを取付孔部２１５に嵌挿
させ、支持ボス１５ｆの先端側からビス止めなどして、枠体１５に取り付けられる。
　この時、フロートゴム２１１，２１２は端面部１５ｂ側に形成される支持ボス１５ｆに
嵌挿され、フロートゴム２１３，２１４は化粧板１３側の支持ボス１５ｆに嵌挿される。
ベース部２００は、化粧板１３側の一縁が上下方向に回動可能に取り付けられる。そして
、この回動により、光ディスク２８をディスクトレイ１６に載置して装置に格納した際に
、ベース部２００に設けられる後述する記録再生手段４１のピックアップ４５は、フォー
カス方向、すなわち光ディスク２８のディスク面に対して略垂直となる方向に移動可能と
なる。
　また、フロートゴム２１１，２１２，２１３，２１４は、ディスクドライブを駆動させ
た際に、光ディスク２８がトレイ１６の壁面や光ディスク２８格納するカートリッジなど
に干渉しないサイズに形成されている。
【００２７】
　ベース部２００には、化粧板１３側の一縁側に位置して回転駆動部としてのディスク回
転駆動手段２５が配設されている。
　ディスク回転駆動手段２５は、例えばスピンドルモータなどの回転用電動モータ２６と
、この回転用電動モータ２６の図示しない出力軸に一体的に設けられた一方の挾持部材と
してのターンテーブル２７とを有している。このターンテーブル２７は、光ディスク２８
の中心に開口形成された軸孔２８ａに嵌挿する略円柱状の回転軸２７ａと、この回転軸２
７ａの外周面にフランジ状に突設され光ディスク２８の軸孔２８ａ周縁が載置される鍔部
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２７ｂとを有している。そして、ターンテーブル２７の回転軸２７ａの先端部には、図示
しない磁石が埋設されている。
【００２８】
　また、ベース部２００には、移動手段３１が配設されている。
　移動手段３１は、一対のガイドシャフト３２および移動用電動モータ３３を備えている
。そして、一対のガイドシャフト３２は、台座部２１の軸支された他縁から回動側の一縁
へ向けた方向に軸方向を有して配設されている。さらに、移動用電動モータ３３は、図示
しない出力軸の軸方向がガイドシャフト３２の軸方向に沿う状態で配設されている。この
移動用電動モータ３３の出力軸の外周面には、螺旋状に図示しない係合溝が設けられてい
る。
【００２９】
　さらに、移動手段３１には、記録再生手段４１が配設されている。
　記録再生手段４１は、一対のガイドシャフト３２に架橋する状態で保持された図示しな
い移動保持部を有している。この移動保持部には、ガイドシャフト３２を移動可能に嵌挿
する図示しない保持部と移動用電動モータ３３の出力軸の係合溝に係合する図示しない移
動規制爪部が設けられている。また、記録再生手段４１の移動保持部には、図示しない光
源と、この光源からの光を収束するレンズと、光ディスク２８から反射された光を検出す
る図示しない光センサとを備えた記録再生処理部としてのピックアップ４５が配設されて
いる。
【００３０】
　動吸振部２１０は、金属製の平板枠状に形成されている。また動吸振部２１０の角部に
は、図示しない孔部が形成されており、これと対応してベース部２００の角部にも図示し
ない孔部が形成されている。そして、第２のダンパ部材としての弾性支持部材２２１を介
して、これらの孔部をビス止めし、動吸振部２１０をベース部２００に取り付けている。
また、弾性支持部材２２１は、高反発系のシリコンゴムなどの弾性を有するゴム部材で形
成されている。そして、ベース部２００が振動すると、弾性支持部材２２１はこの振動を
吸収して、ベース部２００の振動とは略逆位相の振動が動吸振部２１０に伝達される。こ
れにより、動吸振部２１０の振動とベース部２００の振動とは互いに打ち消しあい、ベー
ス部２００の振動Ｇ値が低減される。
【００３１】
　また、枠体１５には、この枠体１５の内側に支持リブ１５ｃの上方側で水平方向に進退
可能に移動するディスクトレイ１６が配設されている。
　ディスクトレイ１６は、図１に示すように、例えば合成樹脂にて略長方形板状に形成さ
れたトレイであるトレイ部１６ａを有している。このトレイ部１６ａの一面には、上方に
向けて拡開する略円形凹状で光ディスク２８が載置可能な平面部である平面１６ａａを有
し光ディスク２８を収容する載置凹部１６ａ１が設けられている。また、トレイ部１６ａ
には、載置凹部１６ａ１の略中央から外周縁に亘って本体部２０のディスク回転駆動手段
２５および記録再生手段４１に対応して開口する開口部１６ａ２が形成されている。さら
に、トレイ部１６ａには、移動するピックアップ４５が接触することなく挿入可能な凹状
で、開口部１６ａ２の載置凹部１６ａ１の外周側にこの開口部１６ａ２に連続する開口部
としての凹状の外側開口部としての凹部１６ａ３が切欠形成されている。この凹部１６ａ
３は、収容空間１８に収容された光ディスク２８の最外周に記録された情報を読み取りあ
るいは最外周の位置に情報を記録する際にピックアップ４５が光ディスク２８の最外周に
対応して位置してもトレイ部１６ａに当接しないように形成されている。そして、このト
レイ部１６ａの長手方向の一縁には、化粧板１３と同材質にて形成され、ケース体１０の
化粧板１３の窓部１３ａを閉塞する長手板状の窓閉塞板部１６ｂが着脱可能に取り付けら
れている。
【００３２】
　そして、枠体１５には、図１に示すように、開閉駆動配設部１５ｄに位置して開閉駆動
手段５０が配設されている。
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　開閉駆動手段５０は、互いに係合して開閉駆動配設部１５ｄに回転自在に軸支された駆
動伝達プーリ５２、この駆動伝達プーリ５２に係合する駆動伝達ギヤ５３、およびこの駆
動伝達ギヤ５３に係合するとともにディスクトレイ１６に係合する移動ギヤ５４を有して
いる。また、開閉駆動手段５０には、出入用電動モータ５５を備えている。この出入用電
動モータ５５の出力軸５５ａには、プーリ５６が一体的に設けられている。このプーリ５
６と駆動伝達プーリ５２とには無端ベルト５７が掛け渡され、出入用電動モータ５５の駆
動により、プーリ５６、駆動伝達プーリ５２、駆動伝達ギヤ５３および移動ギヤ５４が回
転し、ディスクトレイ１６が化粧板１３の窓部１３ａから進退可能に移動される。
【００３３】
　また、開閉駆動手段５０は、枠体１５の開閉駆動配設部１５ｄに側面部１５ａの対向方
向に沿って移動可能に配設された移動カム５８を有している。この移動カム５８は、台座
部２１に一体的に取り付けられた回動案内部２２に係合するとともに、駆動伝達ギヤ５３
に係合し、出入用電動モータ５５の駆動にて駆動伝達ギヤ５３が回転すると、移動カム５
８が移動して台座部２１を上下方向に回動させる。なお、移動カム５８は、ディスクトレ
イ１６が後退して枠体１５内に位置する状態で台座部２１を上方に回動させ、ディスクト
レイ１６が進退移動する際には、台座部２１が下方に回動されてディスクトレイ１６と干
渉しないようになっている。
【００３４】
　そして、上述したディスク回転駆動手段２５、移動手段３１、記録再生手段４１および
開閉駆動手段５０により、本体部２０が構成される。
【００３５】
　また、枠体１５には、側面部１５ａ間に架橋する状態でねじにて固定される覆い体とし
ての支持部材である回転子支持部材１７が設けられている。
　回転子支持部材１７は、図１に示すように、例えば金属板がプレス加工されて形成され
、周縁が一面側に拡開する状態に傾斜して略薄型皿状に形成されている。そして、回転子
支持部材１７の一縁がディスクトレイ１６の載置凹部１６ａ１に対応する円弧状に形成さ
れ、載置凹部１６ａ１を略覆って光ディスク２８が収容される収容空間１８を区画形成す
る。また、回転子支持部材１７には、円弧状の一縁の中心と略同位置となる略中央に、デ
ィスク回転駆動手段２５のターンテーブル２７に対向する位置に上方に向けて凹状の支持
凹部１７ａが設けられている。この支持凹部１７ａの略中央には、支持孔１７ｂが開口形
成されている。この回転子支持部材１７の支持凹部１７ａには、他方の挾持部材としての
回転子２９が回転可能に載置されている。そして、回転子２９は、略円盤状で、外周縁が
支持孔１７ｂの周縁に係合可能に形成されている。また、この回転子２９には例えば金属
板などの図示しない磁性材料が一体的に取り付けられ、回転子２９はターンテーブル２７
の磁石の磁力にて光ディスク２８をターンテーブル２７とにより挾持する。
【００３６】
　また、枠体１５には、図１に示すように、回路基板６０が取り付けられている。
　回路基板６０は、枠体１５に設けられた図示しない基板取付爪部により係脱可能に取り
付けられる。回路基板６０は、ケース体１０の下ケース１２と略同寸法の平板状で、枠体
１５の下面を閉塞して本体部２０を覆うように取り付けられる。この回路基板６０には、
本体部２０の動作を制御する制御回路が搭載されている。
【００３７】
　　（フロートゴムの特性と配置位置）
　次に、ベース部２００と枠体１５との間に設けられるフロートゴムの特性と配置位置に
ついて図面に基づいて説明する。
　以下の説明で、振動Ｇ値とは、ベース部２００の振動の量を示す値であり、振動Ｇ値が
増大するとベース部２００の振動の量が多くなり、光ディスク２８に記録された情報の再
生処理、または情報の記録処理においてエラーの原因となるおそれがある。
【００３８】
　図６において、実線は4つのフロートゴム２１１，２１２，２１３，２１４の硬度を低
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く設定した場合の回転数と振動Ｇ値との関係を示し、破線は、4つのフロートゴム２１１
，２１２，２１３，２１４の硬度を増大させた場合の回転数と振動Ｇ値との関係を示して
いる。
　図７において、実線はフロートゴム２１１の硬度のみを増大させたときの回転数と振動
Ｇ値との関係を示し、一点鎖線は4つのフロートゴム２１１，２１２，２１３，２１４の
硬度を低く設定した場合の回転数と振動Ｇ値との関係を示し、破線は図６で示した破線と
同様に４つのフロートゴム２１１，２１２，２１３，２１４の硬度を増大させた場合の回
転数と振動Ｇ値との関係を示している。
　図８において、実線は動吸振部２１０の振動抑制効果を加味した回転数と振動Ｇ値との
関係を示し、破線は図７の実線と同様にフロートゴム２１１の硬度のみを増大させた場合
の回転数と振動Ｇ値との関係を示している。
　図９において、破線は図８に示す実線と同様、動吸振部２１０の振動抑制効果を加味し
た回転数と振動Ｇ値との関係を示し、実線は、フロートゴム２１１の硬度を増大させたう
えに損失係数を増大させた場合の回転数と振動Ｇ値との関係を示している。
［００３９］
　図６に示すように、４つのフロートゴム２１１，２１２，２１３，２１４の硬度を増大
させると、ターンテーブル２７の回転数が低回転の時は、ベース部２００の振動Ｇ値が低
下するが、ターンテーブル２７の回転数が中回転以上になるとベース部２００の振動Ｇ値
が大きくなってしまう。このため、フロートゴム２１１，２１２，２１３，２１４の全て
の硬度を大きくすると、ベース部２００の振動の量が増大し、光ディスク２８の情報の読
書きの際に読み込みエラーや書き込みエラーなどの障害を引き起こすおそれがある。
［００４０］
　また、図７に示すように、全てのフロートゴム２１１，２１２，２１３，２１４の硬度
を増大させた場合に対して、フロートゴム２１１，２１２，２１３，２１４のうちターン
テーブル２７に近いフロートゴム２１１の硬度のみを増大させた場合、ターンテーブル２
７の中回転時および高回転時におけるベース部２００の振動Ｇ値の増加を抑えられる。
［００４１］
　また、フロートゴム２１１のみの硬度を増大させることで、ベース部２００はこのフロ
ートゴム２１１を回転軸とした安定した振幅で振動する（図５中の矢印Ｓに示す振動）。
このようにベース部２００の振動を安定させることにより、振動量、振幅が低減される。
なお、ここでは、フロートゴム２１１の硬度を増大させる例を示したが、これに限定され
ない。例えば振動源であるターンテーブル２７からの距離が近いフロートゴム２１２の硬
度を増大させる構成であってもよい。
［００４２］
　さらに、図７に示した実線の状態、すなわちターンテーブル２７に近いフロートゴム２
１１の硬度のみを増大させた状態において、動吸振部２１０の上述したような振動抑制効
果が作用することにより、図８に示すように、ターンテーブル２７の高回転時におけるベ
ース部２００の振動Ｇ値が抑制される。
　なお、上記の例においては、横方向（すなわち、ベース部２００の主面と平行な方向）
に対して、フロートゴム２１１～２１４の硬度を調整したが、フォーカス方向の共振周波
数ｆ０は揃っていることが好ましい。これにより水平置き時に安定した姿勢を保つことが
できる。
【００４３】
　そして、フロートゴム２１１を振動に対する損失係数の大きい素材で形成すると、ター
ンテーブル２７の低回転時および中回転時においても、ベース部２００の振動Ｇ値が低減
される。このようなフロートゴム２１１，２１２，２１３，２１４の素材例としては、前
述したように、フロートゴム２１１には例えばスチレン系エラストマーなどが使用でき、
フロートゴム２１２，２１３，２１４には例えばシリコンゴムやブチルゴムなどが使用で
きる。このような構成により、ターンテーブル２７の全回転数域において、安定した振動
Ｇ値が得られる。なお、ここで、全てのフロートゴム２１１，２１２，２１３，２１４の
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損失係数を大きくすると、ターンテーブル２７の高回転時において、ベース部２００の振
動と動吸振部２１０の振動とが略同位相となり、振動を強めてしまうため、振動Ｇ値が大
きくなってしまう。このため、本実施形態では、フロートゴム２１１のみを損失係数の大
きい素材にて形成することが好ましい。
【００４４】
　　（ディスクドライブの動作）
次に、上記一実施形態のディスクドライブ１００の動作を説明する。
　まず、ディスクドライブ１００に電力を供給する。そして、利用者は、化粧板１３のス
イッチ操作部１３ｂを操作する。このスイッチ操作部１３ｂの操作により、回路基板６０
に設けられた図示しないスイッチが開閉し、回路基板６０の制御回路が開閉駆動手段５０
の出入用電動モータ５５を駆動させる。この出入用電動モータ５５の駆動により、プーリ
５６、駆動伝達プーリ５２、駆動伝達ギヤ５３および移動ギヤ５４が回転し、移動ギヤ５
４に係合するディスクトレイ１６が化粧板１３の窓部１３ａから進出する方向に移動する
。この移動の際、開閉駆動手段５０の移動カム５８も移動し、この移動カム５８に係合す
る回動案内部２２が下方に向けて回動し、台座部２１が下方に向けて回動され、本体部２
０が進出するディスクトレイ１６と干渉しないように待避する。
【００４５】
　この進出したディスクトレイ１６の載置凹部１６ａ１に光ディスク２８を、この光ディ
スク２８の記録面が下方に向く状態で載置する。この後、再び化粧板１３のスイッチ操作
部１３ｂを操作し、開閉駆動手段５０の出入用電動モータ５５を回転駆動させ、ディスク
トレイ１６を窓部１３ａ内に後退させホームポジションに位置させる。このディスクトレ
イ１６の後退の際、下方に待避状態の本体部２０が台座部２１とともに移動カム５８に係
合する回動案内部２２により上方に向けて移動される。この本体部２０の上方への回動に
より、台座部２１のベース部２００に設けられたディスク回転駆動手段２５のターンテー
ブル２７の回転軸２７ａが光ディスク２８の軸孔２８ａに嵌挿する。さらに、ターンテー
ブル２７の磁石の磁力により、ターンテーブル２７と回転子２９との間に光ディスク２８
が挟持固定される。
【００４６】
　この状態で、回路基板６０の制御回路が本体部２０を制御し、ディスク回転駆動手段２
５の回転用電動モータ２６にて回転される光ディスク２８に記録された情報を、移動手段
３１にて適宜移動される記録再生手段４１のピックアップにて読み取る、あるいは記録す
る。
【００４７】
　　（ディスクドライブにおける作用効果）
　上述したような本実施形態のディスクドライブ１００では、ディスク回転駆動手段２５
を備えたベース部２００と枠体１５との間に設けられるフロートゴム２１１，２１２，２
１３，２１４のうち、ディスク回転駆動体２５から距離が近いフロートゴム２１１の硬度
を増大させ、そしてその他のフロートゴム２１２，２１３，２１４の硬度を変更しないで
低いままに設定した。このため、硬度の高いフロートゴム２１１により、ターンテーブル
２７の自重による変位量を制限でき、振幅を抑制できる。したがって、光ディスク２８の
相対位置を安定させることができ、光ディスク２８がトレイ１６の壁面や、光ディスク２
８を格納するカートリッジの壁面などに干渉することがない。これにより、光ディスク２
８の良好な振動を支援でき、光ディスク２８の情報の読み取りや書き込みにおけるエラー
を回避できる。
【００４８】
　そして、本実施形態では、ディスク回転駆動手段２５から距離の近いフロートゴム２１
１のみの硬度を変更した。このため、ベース部２００には、フロートゴム２１１を回動中
心とした振動Ｓにより振幅の安定した振動が得られる。したがって、安定した振幅の振動
により、光ディスク２８の相対位置を安定させることができ、光ディスク２８の情報の読
み取り、または書き込みのエラーを防止できる。
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【００４９】
　さらに、ディスク回転駆動手段２５から距離の近い位置にフロートゴム２１１が配設さ
れるので、ディスク回転駆動手段２５のターンテーブル２７の回転による振動を硬度の高
いフロートゴム２１１で抑制して、振幅を制御できる。
【００５０】
　そして、このようなフロートゴム２１１，２１２，２１３，２１４の硬度は、枠体１５
と当接する鍔部２１６の当接突起部２１７の数や体積により調整している。すなわち、当
接突起部２１７の数量を多くしたり、体積を大きくしたりすることで当接面積を増加させ
ることで容易に硬度を増大させることができる。また、鍔部２１６の厚み寸法を薄くする
ことでも容易に硬度を増大させることができる。このようにフロートゴム２１１，２１２
，２１３，２１４は、その形状により容易に硬度を変更することができ、製作にかかるコ
ストや手間などを低減できる。
【００５１】
　また、これらのフロートゴム２１１，２１２，２１３，２１４を構成する原料などの構
成物の配合比を変更することで硬度を変更することも可能である。さらに、フロートゴム
２１１，２１２，２１３，２１４の素材を変更することでも硬度を変更することが可能で
ある。このようにフロートゴム２１１，２１２，２１３，２１４を構成する原料の配合比
を詳細に設定することにより、さらに良好な硬度が得られる。したがって、さらにベース
部２００の振動を安定させることができる。
【００５２】
　さらに、フロートゴム２１１は、振動に対する損失係数の大きい素材で形成されている
。このため、フロートゴム２１１の硬度を増大させることにより増加した、ターンテーブ
ル２７の中回転域におけるベース部２００の振動Ｇ値を損失係数の大きいフロートゴム２
１１によりベース部２００の振動を吸収させて低減させることができる。したがって、ベ
ース部２００の振動Ｇ値を全体的に低減でき、安定した振動が得られる。これにより、光
ディスク２８の相対位置のばらつきを防止できるとともに、ベース部の振動を抑えて光デ
ィスク２８の情報の読み取り、または書き込みのエラーを防止できる。
【００５３】
　〔第１実施形態の変形〕
なお、本発明は、上述した第１実施形態に限定されるものではなく、本発明の目的を達成
できる範囲で以下に示される変形をも含むものである。
　すなわち、本発明のディスクドライブ１００としては、上述したように、光ディスク２
８を対象とした構成に限らず、磁気ディスク、光磁気ディスクなど、光や磁気などにより
情報を再生あるいは記録可能ないずれのディスクを対象とすることができる。
【００５４】
　また、前記第１実施形態では、動吸振部２１０は平板枠状に形成されるとしたが、これ
に限らない。例えば、動吸振部は、平板状に形成されていれば、その形状は特に限定され
ない。すなわち、動吸振部は、ベース部の重心に対して均等に配設されていればよく、こ
のようにすることで、ベース部の振動に対して逆位相の振動運動によりベース部の振動量
を低減できる。
［００５５］
　また、前記第１実施形態では、フロートゴム２１１は、硬度および損失係数を増大させ
る例を示したが、これに限らない。例えばフロートゴム２１２の硬度のみを高く設定した
構成であってもよい。この場合、他のフロートゴム、例えばフロートゴム２１２の損失係
数を低下させたものであってもよく、全ての損失係数が同一であるものであってもよい。
ただし、４つのフロートゴムの損失係数を同一で、損失係数が大きい場合、ターンテーブ
ルの高回転時に十分に振動を吸収できず、高回転時における振動Ｇ値が増大する虞がある
。
［００５６］
　さらに、フロートゴム２１１のゴムの硬度を高くして他のフロートゴム２１２，２１３
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，２１４の硬度を低くする構成を示したが、これに限らない。例えば図１０に示すように
フロートゴム２１１、２１２の硬度を増大させる構成としてもよい。この場合、ベース部
２００のターンテーブル２７側の一縁の振動Ａの振幅を容易に抑えることができる。一方
、フロートゴム２１３，２１４にて硬度が増大しすぎて振動Ｇ値が増加するのを防止でき
る。
［００５７］
　また、上記の構成に限らず、フロートゴム２１１，２１２，２１３，２１４がそれぞれ
異なる硬度に構成されていてもよい。この場合、これらの硬度の異なるフロートゴム２１
１，２１２，２１３，２１４の組み合わせにより、ベース部２００の振動Ｇ値を効果的に
抑制するとともに、光ディスク２８の相対位置のばらつきを防止して、安定した振動を得
ることができる。この場合でも、振動源であるターンテーブル２７から距離が近い位置に
配設されるフロートゴムの硬度を高く設定することで、ベース部２００の振動の振幅を効
果的に減衰させることができ、安定した振動が得られる。さらに、ターンテーブル２７か
ら距離が近い位置に配設されるフロートゴムの損失係数を増大させることで振動Ｇ値を減
少させて良好な振動とすることができる。
　これに対して、前記第１実施形態のようにフロートゴム２１１のみの硬度を増大させ、
フロートゴム２１２，２１３，２１４の硬度を変更しない構成とすることで、各フロート
ゴム２１１，２１２，２１３，２１４の構成を個別に設定する必要がなく、２種類のフロ
ートゴムを用意するのみでよいため、構成が容易になり、生産性も良好に維持できる。
［００５８］
　さらに、前記第１実施形態では、４つのフロートゴム２１１，２１２，２１３，２１４
を用いた構成を示したが、これに限らない。例えば５つ以上のフロートゴムを用いた構成
としてもよく、4つ未満のフロートゴムを用いた構成としてもよい。
　その他、本発明の実施の際の具体的な構造および手順は、本発明の目的を達成できる範
囲で他の構造などに適宜変更できる。
【００５９】
〔第１実施形態の効果〕
　第１実施形態のディスクドライブ１００では、ディスク回転駆動手段２５を備えたベー
ス部２００と枠体１５との間に設けられるフロートゴム２１１，２１２，２１３，２１４
のうち、ディスク回転駆動体２５から距離が近いフロートゴム２１１の硬度を増大させ、
そしてその他のフロートゴム２１２，２１３，２１４の硬度を変更しないで低いままに設
定した。
　このため、硬度の高いフロートゴム２１１により、ターンテーブル２７の自重による変
位量の大きさを制限でき、振幅を抑制できる。したがって、光ディスク２８の相対位置を
安定させることができ、光ディスク２８がトレイ１６の壁面や、光ディスク２８を格納す
るカートリッジの壁面などに干渉することがない。これにより、光ディスク２８の良好な
振動を支援でき、光ディスク２８の情報の読み取りや書き込みにおけるエラーを回避でき
る。
【００６０】
　〔第２実施形態〕
　次に、本発明の第２実施形態について図面を用いて説明する。
　本実施形態は、基本構造が前記第１実施形態と同様である。このため、重複する構成に
ついては同符号を付し、重複する説明は省略する。そして、以下には前記第１実施形態と
異なる構成について説明する。
【００６１】
　　（フロートゴムの構成）
　図１１において、フロートゴム２１１，２１２，２１３，２１４のうち、フロートゴム
２１１は損失係数が大きい素材、例えばスチレン系エラストマーなどにて形成され、フロ
ートゴム２１２，２１３，２１４は損失係数が小さい素材、例えばシリコンゴムやブチル
ゴムなどにて形成されている。このように、ターンテーブル２７からの最も近い位置、す
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なわちフロートゴム２１１の位置に損失係数の大きい配設されることで最も振動を受けや
すい箇所での振動を抑制している。なお、フロートゴム２１１，２１２の双方が損失係数
の大きい素材としてもよい。
【００６２】
　そして、これらのフロートゴム２１１，２１２，２１３，２１４は、枠体１５の端面部
１５ｂから突出する支持リブ１５ｃに設けられる支持ボス１５ｆを取付孔部２１５に嵌挿
させ、支持ボス１５ｆの先端側からビス止めなどして、枠体１５に取り付けられる。この
時、フロートゴム２１１，２１２は端面部１５ｂ側に形成される支持ボス１５ｆに嵌挿さ
れ、フロートゴム２１３，２１４は化粧板１３側の支持ボス１５ｆに嵌挿される。ベース
部２００は、化粧板１３側の一縁が上下方向に回動可能に取り付けられる。そして、この
回動により、光ディスク２８をディスクトレイ１６に載置して装置に格納した際に、ベー
ス部２００に設けられる後述する記録再生手段４１のピックアップ４５は、フォーカス方
向、すなわち光ディスク２８のディスク面に対して略垂直となる方向に移動可能となる。
また、フロートゴム２１１，２１２，２１３，２１４は、ディスクドライブを駆動させた
際に、光ディスク２８がトレイ１６の壁面や光ディスク２８格納するカートリッジなどに
干渉しないサイズに形成されている。
［００６３］
　以下、ディスク回転駆動手段２５、移動手段３１、記録再生手段４１、開閉駆動手段５
０、本体部２０、回路基板６０は、前述した第１実施形態と同様である。
［００６４］
　（フロートゴムの特性と配置位置）
　次に、ベース部２００と枠体１５との間に設けられるフロートゴムの特性と配置位置に
ついて図面に基づいて説明する。図１２は、全てのフロートゴムの硬度を増大させた状態
におけるベース部材の振動Ｇ値とターンテーブルの回転数との関係を示したグラフである
。図１３は、図１２の状態において、全てのフロートゴムの損失係数を増大させた場合の
振動Ｇ値とターンテーブルの回転数との関係を示したグラフである。図１４は、図１２の
状態において硬度を増大させたうえで、１つのフロートゴムの損失係数を増大させた場合
の振動Ｇ値と回転数との関係を示すグラフである。ここで、振動Ｇ値とは、ベース部２０
０の振動の量を示す値であり、振動Ｇ値が増大するとベース部２００の振動の量が多くな
り、光ディスク２８に記録された情報の再生処理、または情報の記録処理においてエラー
の原因となるおそれがある。
［００６５］
　図１２において、実線はフロートゴム２１１，２１２，２１３，２１４の硬度を低く保
ったときの振動Ｇ値とターンテーブル２７の回転数との関係を示し、破線はフロートゴム
２１１，２１２，２１３，２１４の硬度を増大させたときの振動Ｇ値とターンテーブル２
７の回転数との関係を示している。図１３において、実線は、４つのフロートゴム２１１
，２１２，２１３，２１４の損失係数を増大させた場合の振動Ｇ値とターンテーブル２７
の回転数との関係を示し、破線は、図１２におけるフロートゴム２１１，２１２，２１３
，２１４の硬度を増大させたときの振動Ｇ値とターンテーブル２７の回転数との関係を示
している。図１４において、実線は、図１１に示したようなフロートゴム２１１，２１２
，２１３，２１４の構成とした場合の振動Ｇ値とターンテーブル２７の回転数との関係を
示し、破線は図１３における４つのフロートゴム２１１，２１２，２１３，２１４の損失
係数を増大させた場合の振動Ｇ値とターンテーブル２７の回転数との関係を示している。
［００６６］
　光ディスクの相対位置のディスクトレイ１６に対する相対位置のずれやディスクトレイ
のトレイ壁と光ディスク２８との干渉を避けるために、フロートゴム２１１，２１２，２
１３，２１４の硬度を大きくすることが考えられる。
［００６７］
　なお、この硬度は、例えばフロートゴム２１１，２１２，２１３，２１４および支持リ
ブ１５ｃが当接する当接面積の大きさや、フロートゴム２１１，２１２，２１３，２１４
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の鍔部２１６の厚み寸法を変更することにより変更可能である。例えば硬度を大きくする
ためには、例えばフロートゴム２１１，２１２，２１３，２１４の当接突起部２１７の数
や支持リブ１５ｃとの当接面の大きさを増大させたり、鍔部２１６の厚み寸法を小さくし
たりすることで容易に硬度を大きくすることができる。また、フロートゴム２１１，２１
２，２１３，２１４を構成する材料を変更することで、硬度を変化させる構成としてもよ
い。
［００６８］
　なお、損失係数は、フロートゴムに用いられる素材により決定する固有の値である。し
たがって、損失係数を変更するには素材を変更すればよい。例えば、損失係数を増大させ
るには、フロートゴム２１１，２１２，２１３，２１４の素材としてスチレン系エラスト
マーなどを用いればよく、損失係数を小さくするには、フロートゴム２１１，２１２，２
１３，２１４の素材としてシリコンゴムやブチルゴムなどを用いればよい。
［００６９］
　しかし、このように４つのフロートゴム２１１，２１２，２１３，２１４の硬度を全て
増大させると、振動の吸収率が低下し、図１２に示すように、振動Ｇ値が増大する。この
ように振動Ｇ値が増大すると、ベース部２００の振動が吸収されず、光ディスク２８への
記録再生の処理に支障がでるおそれがある。
［００７０］
　ここで、４つのフロートゴム２１１，２１２，２１３，２１４の素材を、損失係数の大
きい素材に変更すると、図１３に示すように、ターンテーブル２７の回転が低回転時およ
び中回転時における振動Ｇ値が低下する。しかし、ターンテーブル２７が高回転時には、
ベース部の振動と動吸振部２１０の振動とが逆位相にならず、動吸振部２１０の振動抑制
効果を低下させてしまい、振動Ｇ値が増大してしまう。
［００７１］
　これに対して、図１１に示すように、４つのフロートゴム２１１，２１２，２１３，２
１４の硬度を大きく設定し、さらにターンテーブル２７の近傍に損失係数の大きい素材を
配設し、その他のフロートゴム２１２，２１３，２１４は、損失係数を小さくすると、フ
ロートゴム２１１にてベース部２００の振動を吸収するため、ベース部２００のターンテ
ーブル２７側の一縁の振動Ａの振動は抑制される。また、フロートゴム２１２，２１３，
２１４は、損失係数が小さいので、振動Ｂの抑制はされないが、ターンテーブル２７の高
回転時において動吸振部２１０の振動抑制作用を促し、振動Ｇ値を抑制する。このように
損失係数の異なる素材を組み合わせると、図１４に示すように、ターンテーブル２７の低
回転時から高回転時において、安定して振動Ｇ値を抑制する特性が得られる。
［００７２］
　なお、上記の例においては、横方向（すなわち、ベース部２００の主面と平行な方向）
に対して、フロートゴム２１１～２１４の硬度を調整したが、フォーカス方向の共振周波
数ｆ０は揃っていることが好ましい。これにより水平置き時に安定した姿勢を保つことが
できる。
［００７３］
　（ディスクドライブの動作）
　本実施形態のディスクドライブ１００の動作は前記第１実施形態と同様である。
［００７４］
　（ディスクドライブにおける作用効果）
　上述したような本実施形態のディスクドライブ１００では、ディスク回転駆動手段２５
を備えたベース部２００と枠体１５との間に設けられるフロートゴム２１１，２１２，２
１３，２１４のうち、ディスク回転駆動手段２５の近くに配置されたフロートゴム２１１
の損失係数を大きくして、その他のフロートゴム２１２，２１３，２１４の損失係数を小
さくした。このため、損失係数の大きいフロートゴム２１１によりターンテーブル２７の
低速回転時および中速回転時における振動Ｇ値を低減でき、損失係数の小さいフロートゴ
ム２１２，２１３，２１４によりターンテーブル２７の高速回転時における振動Ｇ値の増
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大を抑制できる。したがって、ターンテーブルの低速回転時から高速回転時において安定
して振動Ｇ値を抑制する特性を得ることができるので、効果的にベース部２００の振動を
抑制できる。
【００７５】
　また、本実施形態では、ディスク回転駆動手段２５のターンテーブル２７から距離が近
いフロートゴム２１１を損失係数が大きい素材で形成している。このため、ターンテーブ
ル２７の振動が最も伝達する位置に損失係数の大きいフロートゴム２１１が位置している
ので、この振動を効果的に減衰できる。したがって、ベース部２００の振動Ｇ値を効率よ
く低減できる。
【００７６】
　さらに、フロートゴム２１１，２１２，２１３，２１４は、硬度が大きくなるように設
定されている。このため、これらのフロートゴム２１１，２１２，２１３，２１４により
ベース部２００の振動の振幅が最小限に押えられるので、光ディスク２８とディスクトレ
イ１６の壁面またはディスクのカートリッジなどとの相対位置にばらつきを抑えることが
でき、光ディスク２８がトレイ壁やカートリッジに干渉することもない。
【００７７】
　そして、このフロートゴム２１１，２１２，２１３，２１４の硬度を設定するために、
このフロートゴム２１１，２１２，２１３，２１４の当接突起部２１７の数を増加させた
り、当接突起部２１７の面積を大きくしたりして、硬度を変更している。このため、フロ
ートゴムの形状によって容易に硬度を変更できる。
【００７８】
　また、フロートゴム２１１，２１２，２１３，２１４の材料配合比を変更することでも
硬度を変更することができる。このように配合比を変更して硬度を変更することで、詳細
な硬度の設定ができる。また、フロートゴムの形状にあわせて複数の金型を用意する必要
がなく、生産性の向上が図れる。
【００７９】
　〔第２実施形態の変形〕
　なお、本発明は、前記第２実施形態に限定されるものではなく、本発明の目的を達成で
きる範囲で以下に示される変形をも含むものである。
　すなわち、本発明のディスクドライブ１００としては、上述したように、光ディスク２
８を対象とした構成に限らず、磁気ディスク、光磁気ディスクなど、光や磁気などにより
情報を再生あるいは記録可能ないずれのディスクを対象とすることができる。
【００８０】
　また、前記第２実施形態では、動吸振部２１０は平板枠状に形成されるとしたが、これ
に限らない。例えば、動吸振部は、平板状に形成されていれば、その形状は特に限定され
ない。すなわち、動吸振部は、ベース部の重心に対して均等に配設されていればよく、こ
のようにすることで、ベース部の振動に対して逆位相の振動運動によりベース部の振動量
を低減できる。
【００８１】
　さらに、前記第２実施形態では、ターンテーブルは図１２において４つのフロートゴム
２１１，２１２，２１３，２１４のうち、フロートゴム２１１は損失係数が大きい素材、
例えばスチレン系エラストマーなどにて形成され、フロートゴム２１２，２１３，２１４
は損失係数が小さい素材、例えばシリコンゴムやブチルゴムなどにて形成されているとし
たが、これに限らない。例えば、フロートゴム２１２が損失係数の大きい素材で形成され
、その他のフロートゴム２１１，２１３，２１４が損失係数の小さい素材で形成されてい
る構成であってもよい。また、フロートゴム２１１，２１２が損失係数の大きい素材で形
成され、残りのフロートゴム２１３，２１４が損失係数の小さい素材で形成されているも
のであってもよい。
【００８２】
　また、前記第２実施形態では、図１１中の右上のフロートゴム２１１のみを損出係数の
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するものでもよく、あるいは、左右上側のフロートゴム２１１，２１２の双方の損出係数
を大きくするものでもよい。
【００８３】
　さらに、それぞれ損失係数が異なる素材で形成されているものであってもよい。例えば
、フロートゴム２１１に損失係数の大きい素材を用い、フロートゴム２１３，２１４に損
失係数の小さい素材を用い、フロートゴム２１２に損失係数が中程度の素材を用いる。こ
のように、複数種類の素材を用いて、これらのフロートゴムの配置位置を変更することで
、より詳細にベース部２００の損失係数を設定でき、ベース部２００の振動Ｇ値をより効
果的に低減させることができる。
　これに対して、前記第２実施形態のようにフロートゴム２１１の損失係数のみを増大さ
せ、他のフロートゴム２１２，２１３，２１４の損失係数を変更しない構成とすると、各
フロートゴムに対して素材を変更する必要がない。したがって、損失係数の大きい素材の
フロートゴム２１１と、その他の損失係数の小さい素材のフロートゴム２１２，２１３，
２１４との２種類を用意すればよい。このため、生産性を良好に維持でき、コストの高騰
を抑えることができる。
【００８４】
　また、前記第２実施形態では、４つのフロートゴム２１１，２１２，２１３，２１４の
硬度を大きくしたが、これに限らない。例えば、フロートゴム２１１，２１２，２１３，
２１４の硬度を硬度は低いまま、フロートゴム２１１の損失係数のみを変更する構成であ
ってもよい。この様な場合でも、ターンテーブルの低回転時から高回転時における振動Ｇ
値を抑制できる。また、硬度が低いために体的に振動Ｇ値が低下し、より安定な振動Ｇ値
が得られ、すなわち振動を少なくできる。
【００８５】
　前記第２実施形態では、ベース部２００に４つのフロートゴム２１１，２１２，２１３
，２１４が配設された構成を示したが、これに限られない。例えば、６つのフロートゴム
が配設されている構成であってもよく、またフロートゴムの数が少ない構成であってもよ
い。
　その他、本発明の実施の際の具体的な構造および手順は、本発明の目的を達成できる範
囲で他の構造などに適宜変更できる。
【００８６】
〔第２実施形態の効果〕
　ディスクドライブ１００は、ディスク回転駆動手段２５を備えたベース部２００と枠体
１５との間に設けられるフロートゴム２１１，２１２，２１３，２１４のうち、ディスク
回転駆動手段２５の近くに配置されたフロートゴム２１１の損失係数を大きくして、その
他のフロートゴム２１２，２１３，２１４の損失係数を小さくした。
　このため、損失係数の大きいフロートゴム２１１によりターンテーブル２７の低速回転
時および中速回転時における振動Ｇ値を低減でき、損失係数の小さいフロートゴム２１２
，２１３，２１４によりターンテーブル２７の高速回転時における振動Ｇ値の増大を抑制
できる。したがって、ターンテーブルの低速回転時から高速回転時において安定した振動
Ｇ値を得ることができるので、効果的にベース部２００の振動を抑制できる。
【産業上の利用可能性】
【００８７】
　本発明は、振動を吸収して抑制する振動抑制装置、および振動抑制装置を備えたディス
ク装置として利用できる。
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